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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

  

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日)

１．連結の範囲に関

する事項の変更 

(1)連結の範囲の変更 

第２四半期連結会計期間において、連結子会社であった株式会社昭石ホームガス及び

住商液化ガス株式会社中央は、連結子会社である昭石ガス株式会社と合併したため、連

結子会社数が減少しております。なお、昭石ガス株式会社は、商号を株式会社エネサン

ス関東に変更しております。 

(2)変更後の連結子会社の数 

38社 

 

２．会計処理基準に

関する事項の変更 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

 たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原

価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会

計基準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、主として

総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法)により算定しております。 

 この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間において、営業損失、経常損失及び税金

等調整前四半期純損失は、それぞれ4,468百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

(2)リース取引に関する会計基準の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が

平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用するこ

とができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等

を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が当基準適用初年度開始前（平成20年12月31日以前）の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 この変更による、当第３四半期連結累計期間における営業損失、経常損失及び税金等

調整前四半期純損失に与える影響はありません。 

 

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日)

繰延税金資産の回収

可能性の判断 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度に

おいて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっており

ます。 
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【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日)

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社及び連結子会社は、一部の石油精製設備等機械装置について、法人税法の改正を契機に当該設備の利用状

況等を勘案して耐用年数の見直しを行い、第１四半期連結会計期間より改正後の法人税法に基づく耐用年数に変

更しております。 

 この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間において、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は

867百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は701,259百万円

です。 

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含

まれております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は688,031百万円

です。 

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含

まれております。 

※２ 偶発債務 

連結子会社以外の会社等の金融機関等からの借入

に対し債務保証を行っております。 

 

ジャパンオイル 
ネットワーク㈱ 1,378百万円

㈱エス・アイ東海 255百万円

石油輸送サービス㈱ 65百万円

㈱ジェイ・エル・エス 18百万円

従業員 976百万円

合計 2,692百万円

 

※２ 偶発債務 

連結子会社以外の会社等の金融機関等からの借入

に対し債務保証を行っております。 

 

ジャパンオイル
ネットワーク㈱ 1,915百万円

㈱エス・アイ東海 264百万円

石油輸送サービス㈱ 80百万円

㈱ジェイ・エル・エス 21百万円

従業員 1,026百万円

合計 3,306百万円

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
  至 平成21年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 11,726百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △ 1,203 〃 

現金及び現金同等物 10,523百万円
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(株主資本等関係) 

 当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月

１日 至 平成21年９月30日） 

  

 １．発行済株式の種類及び総数  

   普通株式  376,850,400株 

  

 ２．自己株式の種類及び株式数 

   普通株式        221,999株 

  

 ３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高 

   該当事項はありません。 

  

 ４．配当に関する事項  

  (1)配当金支払額 

 
  
 ５．株主資本の金額の著しい変動 

   該当事項はありません。 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日 
定時株主総会 

普通株式 6,780 18.00 平成20年12月31日 平成21年３月30日 利益剰余金

平成21年８月６日 
取締役会 

普通株式 6,780 18.00 平成21年６月30日 平成21年９月９日 利益剰余金
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平成21年11月９日

昭和シェル石油株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭

和シェル石油株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平

成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和シェル石油株式会社及び連結子会社の

平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更（１）に記載されているとおり、会社

は、第１四半期連結会計期間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準によ

り四半期連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あらた監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小 林 昭 夫   印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  加 藤 達 也   印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月12日 

【会社名】 昭和シェル石油株式会社 

【英訳名】 SHOWA SHELL SEKIYU K.K. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 新井 純 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません 

【本店の所在の場所】 東京都港区台場二丁目３番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 昭和シェル石油株式会社 近畿支店 

 （大阪市中央区道修町三丁目６番１号 

 京阪神不動産御堂筋ビル） 

 昭和シェル石油株式会社 中部支店 

  (名古屋市中村区名駅三丁目25番９号 堀内ビル) 



当社代表取締役社長新井純は、当社の第98期第３四半期(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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